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At firs七， the necessity of the exchange network and subjects for its improvement are 
discussed. Secondly， an evaluation method for the exch組 geroad network is described. 
Finally， according to network assignment， 30田ld60 minutes exchange range and its 
population are calculated and evaluated. 
1. 実誠ネットワークの形成
1-1 吏読型社会のためのネットワーク
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北陸地方は富山、高問、金沢、福井の地方申都市を中，t"に構成される人口310万人程度からな
る圏域である.北陸地域の主な突通手段はJR北陸本線、北陸自動車道、国道8号、小松空港、富
山空港などであり、将来、北陸新幹線の開通の予定がある.これらの突通施設により、北陸圏内誠
動及び他国域との誠動が行われているが、物流に関しては、これら以外に伏木富山港、金沢港、福
井港、敦賀港が主要な役割を果たしている.北陸地域の調和ある発展のためには地域内の各地区が
鉄道、道路、空港、港湾などの突通ネットワークにより、有機的に結合されるととが不可欠な条件
である。この意味からも高速突通時代における幹線交通施設と産業活動、日常生活に結合された総
合突通ネットワ}タの形成が図られねばならない.
第4次全国総合開発計画では、 21世紀のわが国のイメ}ジとして共生ネットワーク型国土を提
示している.すなわち、国民のニーズの多様化、高度化、あるいはモピリティーの拡大に対処する
ためのネットワ}ク構造が必要とされる.現在の国土システムは東京を頂点とするピラミッド裂で
あるが、今後はある大きさ、ある階層に含まれる都市聞で役割分担、相互補完が強まるスパイダー
状のネットワ}クが必要である.これにより迂回システムを持った国土構造が可能となり、 21世
紀の地方都市活性化の基本条件が達成される。すなわち、このシステムの前提はわが国の諸機能を
量的、質的に国土全体に分散化する方法と考える必要がある。
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従来型の狭義の夜通ネットワークの整備では、双方向突通の発生による奈涜とそれに伴う地域の
活性化は充分に達成されないといえる。そこで突通ネットワークの整備と同時に申枢的都市機能の
集積拠点、先端技術産業の集積拠点、特色ある農林水産業の拠点、豊かな自然とふれあいの鍵点、
国際安流挺点などによる独自性を有する地域の形成を図る必要がある.すなわち、全国に分散する
特色ある都市を相互に連結してひとつの国土システムをつくる方向に進むことが必要である。従っ
て、これら国土システムへの参加は、いわば地方都市聞の知恵くらべであり、都市開館争はより一
層激化するものと思われる.これらの交誠型社会実現のためには突流ネットワ}タが必要条件であ
る.
1-2 吏読ネットワータ形成に必要な条件
交誠ネットワ}クの効果を十分に機能させるためには、既存の鉄道、道路、空港、港湾及び新幹
線など計画中の交通施設を含めた一体的、機能的なシステム化を図ることが必要である.このよう
な目的を達成するためには、各交通手段と各地域の特性を生かした自主的、効率的な対策が考えら
れねばならない.受流ネットワ}ク形成の第1の条件は地域の生活要求を満たすため、央通手段選
択の機会を増やすことである。
近年において居住空間の整備は進み、量的、質的向上が図られつつある.しかしながら、移動空
間の質的向上は始まったばかりであり、余蝦時聞の増大、高水準化へのニーズは次第に高まりつつ
ある.第2の条件は突通の質の向上である.
実通手段の整備は地域の開発とは深い関係にある。しかしながら、北陸地方においては従来、交
通網計画は部門が異なるため、それぞれが独自に計画されて、両者の関連が充分でなかったといえ
る。第3の条件は独自性ある地域の計画の支援である.
1-3 本研究の方法と目的
本研究では従来の突通施設整備にとらわれることなく、狐自性を有する地域の形成を目指した受
流ネットワークの形成を目標として述べることとする。
本研究ではまず、ネットワークの目指す目的とそれに対して必要となる条件を挙げて認識した。
次に吏読の概念とその必要性を述べ、また交流による道路網評価視点の導入の必要性を考えた。
その後、交通量臨分計算により福井市の交流圏域人口を求めることにより福井市と周辺地域の交
流分析を行い、これを評価した。
2. r受流』概念からみた道路網評価の考え方
2-1 r奈菰jの意味
f交流ネットワ}クj構想とは、①定住かつ交流の場としての地域整備、②ソフトなネットワ}
クづくりによる多様な実諸機会の形成、③定住と突流の基盤としての突通、情報・通信体系の整備
をその具体的内容とするものであり、単なる交通ネットワーク整備という枠を越えた幅広い意味を
もっ新たな計画概念である。この構想の実現のためには、先ず f奈流ネットワークj という新たな
概念を明確に意味づけ、それにもとづいて現行の国土・地域構造、あるいは安通ネットワ}ク体系
を客観的に評価する作業が必要であろう。
f吏読jという言葉そのものは一般的であり、 f互いに行き安うことjを意味する。しかし、国
土・地域計画理念として用いられた場合、あるいはネットワークと結び付いた場合、どの様な意味
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を持つのか? r交流ネットワークjには、 『交通ネットワー クJに民ベ、どの様な意味が新たに
付加されているのか? いま二地域間の人の動きの捉え方に着目して、 『交流jの意味について考
えてみる。
『突通Jという捉え方においては、トリップという単位で捉えられる移動量とその方向性が最終
的に問題とされる。トリップの主体である人の属性、特にどこに居住し、どこでどの様な活動をし
ようとするかといった属性については特に考慮されず、量(需要)と方向に従って交通(道路)ネ
ットワ}クが計画され、また評価される.
これに対して、「受流jと 定住の場 話"の淘
いう場合には、地域聞の結び
付きの双方向性が重要となり
、移動主体としての人の f定
住の場J r活動の場jが問題
にされる。二地域聞について
考える場合、図-1に示すよ
うに、いずれを f定住の場J 交償』を考慮した人の動きの捉え方
あるいは『活動の場Jとして
出発地 目的鎗
活動のJ;J 定住の縄
? 」
?
目的地 出発勉
『交通 Jにおける人の勘畢の鍵え方
いるかによって、二つのタイ
プの移動に分けて捉えられる
ことになる。そして両者の量的差異が問題とされる r地域聞に受流があるjとは、それぞれの地
域に定住する人がお互いに地域聞を往き来し、それぞれの地域を等しく活動の場としている状態を
いい、ここに双方向性が意味づけられる。
以上のような意味づけのもとに、一つのまとまりある地域(闇域)構造について考えてみる.そ
こでの『奈誠ネットワーク』形成とは、就業の機会、都市的サービスの提供という点での、申心都
市とその他周辺市町村という二分的かっ一方向的関係から成る構造を再編し、先ず圏域を構成する
それぞれの単位(市町村)が、それぞれ固有の地域資源を活かし、圏域内全ての人々の多様なニー
ズに応える f活動の場』すなわち吏読極点として重要な役割を果たす構造へと移行させることを意
味する。
2-2 r実施』抵念導入の必要性
上述したような意味を持つ f実施ネットワークj形成が、今後の国土・地域計画論として、ある
いは現行の交通(道路)ネットワ}ク体系を評価する上で、どの様な意義を持つのか考えてみる。
.計画論として
経詩的・物質的豊かさの水準があるレベルに遺し、また人々の生活を支える社会生活基盤の整備
も少なくともシピルミニマムを越える段階に遣した現在、人々のニーズはさらなる高度化、そして
多様化に向かいつつある。このような状況の中で、 f一つのまとまりある圏域として、如何に応え
ていくかJは、今後の地域計画上の重要な計画課題である。
ここで高度化とは垂直的なニーズの高まりであり、例えばより質の高い文化・芸術、より付加価
値の高い情報等への接触を意味する。この対応としては、高次機能集積拠点、としての中心都市のさ
らなる強化とそこへのアクセス位の確保が必要とされる。多様化とは水平的なニーズの広がりであ
図-1 r交涜Jと「交通J一人の動きのとらえ方
り、例えば自由時間の増大等を背景とした様々なレジヤ-.レクレーション活動ニーズの発生を意
味する，こうした薗への対応は、これまで十分
に考慮されてこなかった面であるが、一つの方
向として多様な個性的安流担点、群の形成とそれ
らの相互連結性の確保により、圏域総体として
多様なニーズに応えていくことが考えられる。
今後両者の方向を同時的に推進していくこと
が地域計画として望まれるが、この意味におい
て、 「地域それぞれの個性にもとづく多様な交
流拠点群を形成し、それらをネットワーク化す
るjという奈流ネットワ}クの考え方の導入の ー
:d-2 交涜ネットワークー垂直・水平的集点間穏互連絡ネットワ』ク
意義は大きいo (図-2) 
・評価論として
拠点簡を結び付ける上で、道路は最も重要な基盤施設であるが、そのネットワークの状態を評価
するのに、これまでは経済効率性、あるいは道路という施設の本来的機能(円滑に突通を処理する)
に着目した評価が主流をなしてきた.これは、ある整備水準にまで到達する過程の申では、限られ
た財源、顕在イむしている問題の程度等の面からやむを得ないことであったといえる.しかし上述し
たような、人々のニ}ズの高度化、多様化に応えていくという点からは、今後道路の持つ社会的意
義・効果に着目した新たな評価視点の導入が必要とされよう。この社会的意義・効果とは、例えば
高度化かつ多様な活動への参加機会 (Opportunity)の創出といったことが挙げられる.こうした社
会的意義・効果に着目した新たな評価視点のーっとして、前述したような意味を持つ『受流」概念
の導入が考えられる。
2-3 r奈涜ネットワーク』形成という点からの遭路網評価視点
以上を踏まえ、 f突流j概念に基づいて、道路網を評価する場合の視点を挙げると以下のように
なろう.
①突流拠点形成への支援効果
現在それぞれの地域(市町村)で、固有の資源を活かした主体的な拠点づくりが推進されている
が、道路はこうした交流拠点形成にお砂る主要な必要条件としての重要な基盤である.実施拠点
(場)形成への支援効果という視点からの評価が必要とされる。
②人々に対する交流機会創出効果
務成される、あるいはされつつある周辺奈流拠点群それぞれに対して、人々に参加機会を提供す
るという観点から、申心都市だけではなく各々の誕点に着目した評価(例えば奈諸国人口等による)
も重要となろう。
③非定常行動への対応効果
人々の多様なニーズは非定常時の行動に対して生ずる。従来の需要量をベースとした視点に加え
て、多様な非定常時の行動パターンを考慮した評価視点も重要となろう。
以上に加えて、種々の不翻の事態(災害、積雪等)への対応として、踊としての余椅度あるいは
代替性も視点として重要となろう。
水平的
相互連結
ネヲトワーク
?????????
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?
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3.突流圏人口による道路ネットワークの評価
3-1 実塊国人口の算定方法
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ここでは、先に提示した道路網評価視点、のうち、交流機械創出という点に着目し、福井市を中心
とする実際の道路網評価適用を試みる。
まず、福井市都心部から自動車によって30分， 60分で到達し得る奈誠圏域を求め、それにも
とずき交流圏域人口を算出することにより、福井市へのアクセスの現状の道路網を評価する。さら
に第3環状道路の有無や積雪時等の影響についても評価を試みる。
対象地域は、昭和52年度に行われた福井都市圏パーソントリップ調査圏域とし、ゾーニングは
そこでのゾーンBに準じた。対象時点、は2000年(昭和75年)であり、人口フレームは、 PT
調査結果を用いている。ネットワークに使用する道路は高速道路、国道、主要地方道、一般県道以
上の道路を採用し、その他に既存の福井市市街地周辺の環状道路、図-3に示す第3環状道路(外
環状道路)を含んでいる。この第3環状道路とは福井市内に点在する既存集積を用いてそれをさら
に発展させるように構築する環状道路構想である。
まず、対象ネットワークの道路をそれぞれの道路規格によりQ-V条件を決める。発生ノードは
各ゾーンの中で断面交通量の多いものから4個を取り、各ノードの流入交通量の比より発生比率を
設定し、ゾーン内のノードが4個に満たない場合はゾーン内の全ノードを発生ノードとし、またそ
の発生比率は前述の方法と同じとする。以上のような方法に基づき配分突通量計算を行った。
この計算によって得られた配分速度をもとに各リンクを通過する時聞を積み重ねていくことによ
り、あるノードからあるノードヘ到るまでの到達時間を算定する。複数の経路が考えられる場合は
この中から最短のものを選んでこれを到達時間とし、この方法で福井市の都心より 30分， 60分
で到達できる最外辺のノードを求め、そのノードを繋ぐことにより各来通交流圏域とする。また、
各ゾーンの人口を発生ノードの来通発生比率に合わせてそのノードにその人口を振り分け、それを
総和することにより、受流圏域人口を算定した。
福井市の突流圏域を図-4・5・6に示す。
3-2 愛読圏域人口の算定と評価
福井市の30分， 60分受流圏域人口を第3環状道路のある場合とない場合および積雪時につい
てそれぞれ算定し、その結果2000年に第3環状道路がある場合、 30分受流圏域人口が約21
万4千人、 60分交流圏域人口は約44万7千人になっている。第3環状道路のない場合にはそれ
ぞれ30分が約17万9千人、 60分が約40万人となっている。
第3環状道路の有無による効果の差異であるが， 30分交流圏域の場合、第3環状道路の走行に
より到達時聞が短くなるような直接効果はないものの、第3環状道路の存在により都心部の混雑、
渋滞が大きく緩和され、その波及効果のため各交流圏域人口も約3万5千人程大きくなっている。
第3環状道路の恩恵を一番多く受けるのが福井市60分交流圏域である。交流圏域の広がりの特
徴は圏域の北西の辺りの拡大がまず挙げられる。この周辺は福井市内の中心部からは直接北西に向
かうより、一旦中心から西側の第3環状道路に向かい、ここを北上する方が、かえって早く到達で
きる。第3環状道路の存在によるこの効果はこのような直接効果だけでなく混雑、渋滞の緩和に寄
与することにより、リンクの通過時間の短縮にも発揮された。積雪は例年の平均的な積雪深度と考
えて1Mと想定し、配分条件は6・4・2車線道路をそれぞれ4・2・2車線道路に設定し直し、
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図-3 福弁都市圏多種能環状拠点整備構想図
、~/
図-5 福井市30分60分交通交涜圏域
(第3環状道路有り)
図-4 福井市30分60分交通交流圏威
(第3環状道路無し)
図-6 福弁市30分60分交通交流圏域
(第3環状道路有り、積雪 1M) 
177 
初期速度は表-1のように設定を変更して変通量臨分計算を行った。 積雪により、混雑度が上昇し
たり、高速道路や道路規格が良好な遭路も突通量と共に走行速度が落ち、条件の良い道路も突通容
量と共に走行速度が落ち、条件の良い道路を走行して遠方に抜けるような目立つた突出は少なくな
り形も円形に近づいている。都心の混雑は一層識しいものとなっており、最低速度で誠れているリ
ンクも多く、圏域の狭さから考えても積雪という条件は大変大きい制約であることがわかる。また
積雪があり第3環状道路が存在するとした場合の 表ー 1 初期速度変更点
福井市の2000年での30分， 60分交流圏域
I平常時 140 150 15 5 160 18 0 I 
人口は30分が約16万8千人， 60分が約34I槽雪時 125巴 514 0 14 0 15 0 I 
?
。????????????
????
?
?
??
?
表-2 福井市30分60分交流圏紙人口
4. 結給及び今後の課題
4-1 結論
本研究により得られた結論としては次のようなことが挙げられる。
・双方向の突通による地域活性化を目指す吏読型社会の育成のために役割分担、相互補完を果た
す受流ネットワークの整備が必要である。
・受流概念を考えて突流拠点への支援効果や人々に対する受流機会創出効果、非定常活動への対
応効果という点からみた突流ネットワークの形成が重要である。
・記分突通量計算によると第3環状道路の存在により福井市中心部、周辺地域の広くにわたり、
大きく道路混雑の緩和が望め、受流圏域、吏読人口の大幅な増加を予想することができ、また
渋滞緩和能力や活性化などを考えても受流を視点におくと第3環状道路の有効性、必要性が詳
びらかになった。
4-2 今後の観題
本研究では受流ネットワーク形成の必要性、またその課題を研究してきたが、次の点についてさ
らに研究を進めていく必要性がある。
・実流ネットワークの形成にあたっては、突通手段選択の機会を増やすことや突通の質の向上を
考え、また独自性のある地域計画の支援を果たすことを優先的に考えなければならない。
・発滅ネットワ}クとは単なる突通ネットワークという枠を越えた幅広い意味を持つ新たな計画
概念であり、突通概念を筆頭にうちだしたネットワークを考えていかねばならない.
・地域間交読の観点からみると農山村と都市の間の交流という命題があり、今後は県内の全域に
わたりネットワークを検討していくことが必要である。
・受流ネットワーク評価の定量的、定性的考察のための評価手法の構築が必要である。
なお、本研究の実施にあたり、 (株)大日本コンサルタントのー守由紀夫氏(前福井大学工学部
工学研究科)には多大の協力を得た。ここに感謝する次第である。
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